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議案第２号 

 

常総市消防団条例の一部を改正する条例について 

 

常総市消防団条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を

求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，常総市消防団の組織体制を見直し，部長の階級を廃止したことから当

該階級に係る報酬額を削る改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市消防団条例の一部を改正する条例 

 

常総市消防団条例（昭和５４年水海道市条例第１０号）の一部を次のように改

正する。 

第１３条第１項中第５号を削り，第６号を第５号とし，第７号を第６号とする。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第３号 

 

常総市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

常総市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規

定により議会の議決を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，災害弔慰金の支給等に関する法律等が改正され，災害援護資金の貸付

を受けた者に係る償還金の支払猶予，償還免除の対象範囲の拡大等の措置が講じ

られたことに伴う改正を行うため，これを提出する。 



4 

常総市条例第 号 

 

常総市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年水海道市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。 

第１５条第３項を次のように改める。 

３ 償還金の支払猶予，償還免除，報告等，一時償還及び違約金については，法

第１３条，第１４条第１項及び第１６条並びに令第８条，第９条及び第１２条

の規定によるものとする。 

附則第２項中「第１３条第１項」を「第１４条第１項」に改める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第４号 

 

常総市防災基本条例について 

 

常総市防災基本条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，防災対策について，市民，事業者及び市が一丸となり，それぞれの役

割を遂行し，防災先進都市として災害に強いまちづくりの決意を表明するため，

これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市防災基本条例 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 市民，事業者及び市の責務（第５条―第７条） 

第３章 予防対策（第８条―第１５条） 

第４章 応急復旧対策（第１６条―第１８条） 

第５章 復興対策（第１９条） 

第６章 雑則（第２０条） 

附則 

本市は，利根川東遷事業や周辺の河川改修により水運に恵まれ経済的変革を遂

げてきた。一方で，多くの水災害にも見舞われ，平成２７年関東・東北豪雨では

市域の３分の１が浸水する甚大な被害が発生している。また，茨城県南部の地震

発生も危惧されていることや首都直下地震緊急対策区域に指定されていることな

どから，地域社会が相互に助け合うことの重要性は，これまで以上に不可欠なも

のとなっている。 

災害の発生が大規模多様化する中で，災害から市民の生命と暮らしを守るため

には，自らのことは自ら守る自助，地域においてお互い助け合う共助，行政が市

民や事業者を災害から守る公助が協力し，継続して防災対策に取り組むことが大

切である。 

ここに市民，事業者及び市が一丸となり，それぞれの役割を遂行し，防災先進

都市として災害に強いまちづくりの決意を表明するため，この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，市民の生命，身体及び財産を災害から保護するため，防災

に関する基本理念を定め，市民，事業者及び市の責務を明らかにするとともに，

予防対策，応急復旧対策，復興対策その他必要な災害対策の基本的事項を定め

ることにより災害対策を総合的かつ計画的に推進し，もって市民が安心して暮

らすことのできる災害に強いまちを実現することを目的とする。 

（定義） 
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第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 災害 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」とい

う。）第２条第１号に定める災害をいう。 

(2) 防災 災害を未然に防止し，災害が発生した場合における被害の拡大を防

ぎ，及び災害の復旧を図ることをいう。 

(3) 市民 市内に住所を有する者及び居住する者をいう。 

(4) 自主防災組織 自主防災組織（法第２条の２第２号に規定する自主防災組

織をいう。以下同じ。）その他の地域に防災を主たる目的として市民が自主

的に設置する組織をいう。 

(5) 防災関係機関 警察，自衛隊，法第２条第４号に規定する指定地方行政機

関，同条第５号に規定する指定公共機関及び同条第６号に規定する指定地方

公共機関並びに法第７条第１項に規定する公共的団体及び防災上重要な施設

の管理者並びに市の区域内の消防機関（消防組織法（昭和２２年法律第２２

６号）第９条各号に掲げる機関（同条第３号の消防団を除く。）をいう。）

をいう。 

(6) 要配慮者 高齢者，障害者，乳幼児その他の特に配慮を要する者をいう。 

(7) 避難行動要支援者 要配慮者のうち，災害が発生し，又は発生するおそれ

がある場合に自ら避難することが困難な者であって，その円滑かつ迅速な避

難の確保を図るため特に支援を要するものをいう。 

(8) 避難所 避難のための立退きを行った居住者，滞在者その他の者を避難の

ために必要な間滞在させ，又は自ら居住の場所を確保することが困難な被災

した市民その他の被災者を一定期間滞在させるための施設をいう。 

（基本理念） 

第３条 市民，事業者及び市は，次に掲げる理念に基づき，それぞれの責務と役

割を果たし，協働により継続的に災害対策を充実させるよう努めなければなら

ない。 

(1) 自らのことは自らが守る自助の理念 

(2) 地域において助け合いお互いを守る共助の理念 

(3) 市が市民及び事業者を災害から守る公助の理念 

（地域防災計画への反映） 

第４条 常総市防災会議（法第１６条第１項の規定により置かれる市町村防災会

議をいう。以下同じ。）は，常総市地域防災計画（法第４２条第１項の規定に
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より常総市防災会議が作成した市町村地域計画をいう。）を修正する場合は，

前条に規定する基本理念を反映させなければならない。 

第２章 市民，事業者及び市の責務 

（市民の責務） 

第５条 市民は，自己及び家族の安全の確保に努めるとともに，地域の一員とし

て協力し，相互の安全の確保に努めなければならない。 

２ 市民は，国，茨城県（以下「県」という。），市及び防災関係機関が実施す

る災害対策に協力するよう努めなければならない。 

３ 市民は，自ら災害に備えるため，平常時から次に掲げる事項を実施するよう

努めなければならない。 

(1) 所有し，又は管理する建築物及び工作物（以下「建築物等」という。）の

耐震性の確認，耐震改修の実施その他の対策 

(2) 家具の転倒の防止 

(3) 災害時における初期消火，被災者の救助，応急手当その他の初期活動を円

滑に行うための準備 

(4) 食品，飲料水その他の災害時において必要となる物資（以下「備蓄品」と

いう。）の確保 

(5) 外出先からの帰宅方法及び家族間の連絡方法の確認 

(6) 避難先並びに避難の経路及び方法の確認 

(7) 前各号に掲げるもののほか，災害対策に関し必要な事項 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は，従業員及び事業所に来所する者（以下この条において「従業

員等」という。）並びに管理する施設及び設備の安全の確保に努めなければな

らない。 

２ 事業者は，地域の一員として協力し，事業所の周辺地域における市民の安全

の確保に努めなければならない。 

３ 事業者は，自ら災害に備えるため，平常時から次に掲げる事項を実施するよ

う努めなければならない。 

(1) 所有し，又は管理する建築物等の耐震性の確認，耐震改修の実施その他の

対策 

(2) 事業活動で使用する物品，機器設備等の転倒の防止 

(3) 災害時における初期消火，被災者の救助，応急手当その他の初期活動を円

滑に行うための準備 
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(4) 災害時に従業員等を一時的に待機させる場所の確保 

(5) 備蓄品の確保 

(6) 避難所及び避難場所（災害が発生し，又は発生するおそれがある場合にお

ける円滑かつ迅速な避難のために一時的に滞在する施設又は場所をいう。以

下同じ。）並びに避難の経路及び方法の確認並びに従業員等への周知 

(7) 災害時における情報の収集及び伝達の方法に係る確認及び確保並びに当該

方法の従業員等への周知 

(8) 被災後に事業を早期に再開し，及び継続するための計画の策定並びに災害

に対する危機管理体制の整備 

(9) 前各号に掲げるもののほか，災害対策に関し必要な事項 

（市の責務） 

第７条 市は，市民の生命，身体及び財産並びに事業者の財産を災害から守ると

ともに，被害を最小限にとどめるため，次に掲げる施策を実施しなければなら

ない。 

(1) 災害対策に関する計画の策定及び必要な体制の整備 

(2) 国，県及び防災関係機関並びに市民，自主防災組織，事業者等と連携した

災害対策の実施 

(3) 被災者支援のための体制整備 

(4) 市民，自主防災組織，事業者等（以下「市民等」という。）の防災意識の

高揚及び災害に対する対応力の向上のための啓発活動 

(5) 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する指導，助言及び支援 

(6) 市が所有する建築物の必要に応じた耐震診断及びその結果に基づく耐震改

修の実施 

(7) 市が管理する道路，橋りょう，河川，排水路施設，上下水道施設等の安全

の確保 

(8) 避難者等に必要となる備蓄品の確保 

(9) 前各号に掲げるもののほか，災害対策の推進に関し必要な事項 

第３章 予防対策 

（災害に強いまちづくりの推進） 

第８条 市は，道路，河川，公園等の都市基盤の整備，市街地の再整備その他の

事業を通じて，災害に強いまちづくりを総合的に推進するものとする。 

（防災に関する知識の普及等） 

第９条 市は，防災に関する知識の普及及び情報の提供を積極的に推進し，市民
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等の防災意識の高揚を図るものとする。 

２ 市は，防災に関する市民の理解を深め，防災活動を支える人材を育成するた

め，学校教育その他の機会を通じ，防災に関する知識及び技術の習得に資する

ための教育を充実させるものとする。 

３ 市は，市民等が行う防災に関する啓発活動に対し，必要な支援を行うものと

する。 

４ 市は，防災訓練，研修等の実施により，職員の防災に関する知識及び技術の

習得を図るものとする。 

５ 市民は，平常時から防災に関する知識及び技術を習得するとともに，防災意

識の高揚に努めるものとする。 

６ 市民及び市は，過去の災害に関する教訓及び先人からの災害に関する伝承を

後世へと引き継ぐよう努めるものとする。 

７ 事業者は，防災訓練，防災に係る研修等の実施により，従業員が防災に関す

る知識及び技術を習得する機会を提供するよう努めるものとする。 

（自主防災活動の推進） 

第１０条 市は，市民等が地域において自主的かつ組織的に行う防災に関する活

動（以下「自主防災活動」という。）を推進するため，積極的に支援及び協力

を行うものとする。 

２ 市は，自主防災活動を推進するため，自主防災活動に係る指導的役割を担う

人材の育成に努めるものとする。 

３ 市民は，自主防災活動に積極的に参加し，又は協力するよう努めるものとす

る。 

４ 事業者は，自主防災活動に協力するよう努めるものとする。 

５ 市民等，常総市消防団及び民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）に規定

する民生委員（以下「民生委員」という。）は，災害時の対応を円滑に行うた

め，平常時から連携を図るよう努めるものとする。 

（災害に係るボランティア活動の推進） 

第１１条 市及び社会福祉法人常総市社会福祉協議会（以下「社会福祉協議会」

という。）は，災害時においてボランティア活動が円滑に行われるよう，活動

拠点の提供その他必要な支援により，災害に係るボランティア活動の環境整備

に努めなければならない。 

２ 市及び社会福祉協議会は，平常時から県及び特定非営利活動法人，ボランテ

ィア団体等（以下「特定非営利活動法人等」という。）との連携を図り，災害
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に係るボランティア活動の啓発及びボランティアの育成に努めなければならな

い。 

（要配慮者への支援） 

第１２条 市は，避難所のバリアフリー化，備蓄品の確保その他の要配慮者に対

する支援対策を行うものとする。 

２ 市民等，常総市消防団及び民生委員は，相互に協力して要配慮者の支援に努

めるものとする。 

３ 要配慮者は，自らの住まいの安全の確保に努めるとともに，避難の支援を受

けるために必要な情報の提供，地域住民等との交流，関係づくり等に努めるも

のとする。 

４ 市は，法第４９条の１１第２項の規定により避難行動要支援者名簿（法第４

９条の１０第１項に規定する避難行動要支援者名簿をいう。）に記載し，又は

記録された情報（以下「名簿情報」という。）を本人（当該名簿情報によって

識別される特定の個人をいう。）の同意の上，避難支援等関係者（法第４９条

の１１第２項の規定する避難支援等関係者をいう。）に対し提供するものとす

る。 

５ 前項の規定により名簿情報の提供を受けようとする者は，避難行動要支援者

の支援を円滑に行うための体制の整備に努めなければならない。 

６ 第４項の規定により名簿情報の提供を受けた者は，当該名簿情報を適正に管

理するとともに，正当な理由なく避難行動要支援者に関して知り得た秘密を漏

らしてはならない。 

（情報収集及び提供） 

第１３条 市は，災害に関する情報基盤を整備し，並びに防災のために必要な情

報を収集し，及び伝達する方法を確保するものとする。 

２ 市は，市内において発生することが予想される災害に関する情報を収集し，

災害対策に反映するものとする。 

３ 市は，市民等に対し，あらかじめ，避難所の位置その他避難するために必要

な情報を提供するものとする。 

４ 市民等は，災害時に適切な行動をとるため，防災に関する情報を自ら積極的

に収集するよう努めるものとする。 

（災害の防止対策の推進） 

第１４条 市は，災害の発生を未然に防止し，災害が発生した場合における被害

の拡大を防ぐとともに，市民の安全を確保するために必要な対策を講ずるもの
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とする。 

２ 市内の土地又は建築物等の所有者又は管理者は，当該土地又は建築物等の適

切な管理に努めるものとする。 

３ 市内の屋外広告物，建築物の屋外に面している壁面タイルその他災害時にお

いて落下のおそれのある物（この項において「落下対象物」という。）及び道

路その他の公共の場所に沿って設けられているブロック塀，自動販売機その他

災害時において転倒のおそれのある物（この項において「転倒対象物」とい

う。）を所有し，又は管理する者は，落下対象物の落下の防止及び転倒対象物

の転倒の防止に努めるものとする。 

４ 市は，前２項に規定する措置を講ずる者に対し，必要に応じて助言若しくは

指導を行い，又は報告を求めることができる。 

（協定の締結） 

第１５条 市は，災害時の避難場所の提供，災害に関する情報の市民等への提供，

災害時に必要とする物資又は資器材の供給，緊急輸送の確保その他応急復旧対

策及び復興対策に関し，他の地方公共団体，公共的団体，事業者等に対し，協

力の要請を迅速かつ円滑に行うことができるよう，あらかじめ，防災に係る協

定を締結し，必要な体制を整備するものとする。 

第４章 応急復旧対策 

（応急復旧活動） 

第１６条 市は，災害時における救援活動及び迅速な応急復旧活動を行うため，

国，県及び防災関係機関と連携して必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は，災害が発生し，又は発生するおそれがある場合において，市民等に対

し，直ちに，避難及び被害の状況，応急措置等に関する情報を提供するものと

する。 

（災害時の活動） 

第１７条 市，市民等，常総市消防団，民生委員，防災士（特定非営利活動法人

日本防災士機構に認証され，その防災士台帳への登録が行われた者をいう。）

及び特定非営利活動法人等は，災害時においては，相互に連携し，及び補完し

て，次に掲げる事項を実施するよう努めるものとする。 

(1) 災害に関する情報の収集及び伝達 

(2) 出火防止及び初期消火 

(3) 被災者の救出，救護，搬送等 

(4) 要配慮者への支援 
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(5) 帰宅困難者への支援 

(6) 避難所の運営協力 

(7) 前各号に掲げるもののほか，災害時の応急対応に関し必要な事項 

２ 市民等，民生委員及び特定非営利活動法人等は，災害時に市が講ずる措置に

積極的に協力するよう努めるものとする。 

（帰宅困難者対策） 

第１８条 市は，帰宅困難者に対し，避難及び帰宅のための情報の提供その他の

必要な支援を行うものとする。 

２ 事業者は，従業員の円滑な帰宅及び帰宅困難者の安全の確保のために必要な

対策を講ずるよう努めるものとする。 

３ 帰宅困難者は，自らの安全を確保するため，むやみに移動しないよう努める

とともに，市及び事業者が講ずる措置に協力するよう努めるものとする。 

第５章 復興対策 

第１９条 市は，災害により甚大な被害を受けた場合において，市民生活の再建

及び安定を図るため，国，県及び防災関係機関と連携を図りながら災害復興の

事業計画を策定し，被災した区域の復興に関する事業を行うものとする。 

２ 前項の場合において，市民及び事業者は，相互に協力し速やかに，市民生活

及び事業活動を再建し，及び被災した区域の復興を図るよう努めるものとする。 

３ 市民及び事業者は，市の実施する被災した区域の復興事業の推進に協力する

よう努めるものとする。 

第６章 雑則 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，

規則で定める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第５号 

 

常総市税条例の一部を改正する条例について 

 

常総市税条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，地方税法が改正され，新型コロナウイルス感染症緊急経済対策におけ

る税制上の措置として，市税等の徴収猶予の特例，軽自動車税環境性能割の軽減

の延長等の措置が講じられたことに伴う改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市税条例の一部を改正する条例 

 

（常総市税条例の一部改正） 

第１条 常総市税条例（昭和３３年水海道市条例第１３号）の一部を次のように

改正する。 

附則第１２条中「法附則第１５条から第１５条の３の２まで」の次に「，第

６１条又は第６２条」を，「又は附則第１５条から第１５条の３の２まで」の

次に「，第６１条若しくは第６２条」を加える。 

附則第１２条の２第２５項中「３分の２」を「，３分の２」に改め，同条に

次の１項を加える。 

２７ 法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割合は，零とする。 

附則第１２条の４中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」に改

める。 

附則第３１条の次に次の１条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等） 

第３１条の２ 第９条第７項の規定は，法附則第５９条第３項において準用す

る法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間について準用する。 

第２条 常総市税条例の一部を次のように改正する。 

附則第１２条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第６４条」に，

「第６１条若しくは第６２条」を「第６３条若しくは第６４条」に改める。 

附則第１２条の２第２７項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改める。 

附則第３１条の２の次に次の２条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

第３１条の３ 所得割の納税義務者が，新型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５

号。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第

４項に規定する指定行事のうち，市長が指定するものの中止若しくは延期又

はその規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金，参加料金その他の

対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する

指定期間内にした場合には，当該納税義務者がその放棄をした日の属する年

中に法附則第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第３
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１４条の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして，第３４

条の７の規定を適用する。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第３１条の４ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイル

ス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第２４

条の３の２第１項の規定の適用については，同項中「令和１５年度」とある

のは，「令和１６年度」とする。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条の規定は，令和３年１月

１日から施行する。 
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議案第６号 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決

を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，介護保険法施行令が改正され，第１号被保険者の減額賦課に係る減額

幅が引き上げられたことから，令和２年度の保険料率を改めるため，これを提出

する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

常総市介護保険条例（平成１２年水海道市条例第１４号）の一部を次のように

改正する。 

第７条第２項中「令和元年度及び」を削り，「２５，２００円」を「２０，４

００円」に改め，同条第３項中「令和元年度及び」を削り，「２５，２００円」

を「２０，４００円」に，「３８，４００円」を「３１，２００円」に改め，同

条第４項中「令和元年度及び」を削り，「２５，２００円」を「２０，４００

円」に，「４５，６００円」を「４４，４００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行し，改正後の第７条及び次項の規定は，令和

２年４月１日から適用する。 

（適用区分） 

２ 改正後の常総市介護保険条例の規定は，令和２年度分の保険料から適用し，

令和元年度以前の年度分の保険料については，なお従前の例による。 
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議案第７号 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例について 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議

決を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，常総市水海道第五保育所について，「常総市立保育所のあり方」に基

づき民営化することとし，令和３年３月３１日をもって廃止するため，これを提

出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例 

 

常総市保育所設置条例（昭和３５年水海道市条例第１５号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表常総市水海道第五保育所の項を削る。 

附 則 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 



21 

議案第８号 

 

財産の無償譲渡について 

 

常総市水海道第五保育所の用に供されていた建物等について，次のように無償

で譲渡したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第６

号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

 

提案理由 

本案は，議案第７号において廃止する常総市水海道第五保育所の用に供されて

いた建物等について，保育所の設置の認可を受け，令和３年４月１日以後に当該

保育所の運営を予定する社会福祉法人に無償で譲渡するため，これを提出する。 
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１ 無償譲渡する財産の内容 

(1) 名称 常総市水海道第五保育所 

(2) 所在 常総市大生郷町８０１番地１ 

(3) 種類 

ア 建物 

用 途 構 造 延床面積 建築年 

園 舎 鉄骨造平屋建 ５９６．１６平方メートル 昭和５１年 

 木造平屋建 ７．５２平方メートル 昭和５７年 

ポンプ室 コンクリートブロッ

ク造平屋建 

１５．７５平方メートル 昭和５１年 

倉 庫 木造平屋建 １９．４４平方メートル  

計  ６３８．８７平方メートル  

イ 工作物 一式 

ウ 立木  一式 

エ 備品  一式 

 

２ 無償譲渡の相手方 茨城県常総市馬場２２４５番地 

社会福祉法人 石下福祉会 

理事長 滝田 美井子 

 

３ 無償譲渡の目的 常総市水海道第五保育所について，「常総市立保育所のあ

り方」に基づき民営化することに伴い，公募により選定した

相手方に対して，常総市水海道第五保育所の用に供されてい

た建物等を無償で譲渡することにより，民営化後における安

定的な保育運営及び施設整備に資することを目的とする。 

 

４ 無償譲渡の時期 令和３年４月１日 
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議案第９号 

 

常総市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

常総市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の

議決を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，国民健康保険の被保険者が新型コロナウイルス感染症に感染し，又は

発熱等の症状により感染が疑われる場合において，労務に服することができなく

なったときに，療養中の生活を保障するための傷病手当金を支給することとし，

当該傷病手当金の支給に必要な改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

常総市国民健康保険条例（昭和５２年水海道市条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

目次中「（第６条～第１０条）」を「（第６条―第１０条）」に，「（第１１

条～第１３条）」を「（第１１条―第１３条）」に，「（第１５条～第２１

条）」を「（第１５条―第２１条）」に，「（第２２条～第２４条）」を「（第

２２条―第２４条）」に改める。 

附則に次の６項を加える。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

３ 給与等（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与等をいい，賞与（健康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。）を除く。

以下同じ。）の支払を受けている被保険者が療養のため労務に服することがで

きないとき（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１

号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型

コロナウイルス感染症」という。）に感染したとき又は発熱等の症状があり新

型コロナウイルス感染症の感染が疑われるときに限る。）は，その者の属する

世帯の世帯主に対し，その労務に服することができなくなった日から起算して

３日を経過した日から労務に服することができない期間のうち労務に就くこと

を予定していた日について，傷病手当金を支給する。 

４ 傷病手当金の額は，１日につき，傷病手当金の支給を始める日の属する月以

前の直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で除した金

額（その額に，５円未満の端数があるときは，これを切り捨て，５円以上１０

円未満の端数があるときは，これを１０円に切り上げるものとする。）の３分

の２に相当する金額（その金額に，５０銭未満の端数があるときは，これを切

り捨て，５０銭以上１円未満の端数があるときは，これを１円に切り上げるも

のとする。）とする。ただし，健康保険法第４０条第１項に規定する標準報酬

月額等級の最高等級の標準報酬月額の３０分の１に相当する金額（その額に，

５円未満の端数があるときは，これを切り捨て，５円以上１０円未満の端数が

あるときは，これを１０円に切り上げるものとする。）の３分の２に相当する

金額（その金額に，５０銭未満の端数があるときは，これを切り捨て，５０銭
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以上１円未満の端数があるときは，これを１円に切り上げるものとする。）を

超えるときは，その金額とする。 

５ 傷病手当金の支給期間は，その支給を始めた日から起算して１年６月を超え

ないものとする。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金と給与等

との調整） 

６ 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状があり新型コロ

ナウイルス感染症の感染が疑われる場合において給与等の全部又は一部を受け

ることができる者に対しては，これを受けることができる期間は，傷病手当金

を支給しない。ただし，その受けることができる給与等の額が，附則第４項の

規定により算定される額より少ないときは，その差額を支給する。 

７ 前項に規定する者が，新型コロナウイルス感染症に感染した場合において，

その受けることができるはずであった給与等の全部又は一部につき，その全額

を受けることができなかったときは傷病手当金の全額，その一部を受けること

ができなかった場合においてその受けた額が傷病手当金の額より少ないときは

その額と傷病手当金との差額を支給する。ただし，同項ただし書の規定により

傷病手当金の一部を受けたときは，その額を支給額から控除する。 

８ 前項の規定により市が支給した金額は，当該被保険者を使用する事業所の事

業主から徴収する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の附則第３項から第８項までの規定は，傷病手当金の

支給を始める日が令和２年１月１日から規則で定める日までの間に属する場合

に適用する。 
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議案第１０号 

 

常総市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について 

 

常総市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次のように定めた

いので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

より議会の議決を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，新型コロナウイルス感染症に感染し，又は発熱等の症状により感染が

疑われる後期高齢者医療制度の資格を有する被用者に対し，茨城県後期高齢者医

療広域連合が傷病手当金を支給することから，支給に係る事務の一部を本市が行

うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年常総市条例第８号）の一部を

次のように改正する。 

第２条中第８号を第９号とし，第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 広域連合条例附則第６条第１項の傷病手当金の支給に係る申請書の提出の

受付 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第１１号 

 

常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例について 

 

常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第

１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，石下総合体育館のメインアリーナ等に冷暖房設備を設置したことか

ら，当該冷暖房設備に係る使用料の額を定めるため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例（平成１７年水海道市条例第

１５０号）の一部を次のように改正する。 

別表第３石下総合体育館の部を次のように改める。 

石下総合体育館 メインアリーナ 照明設備 半面 1,000 

   全面 2,000 

  冷暖房設備  4,200 

  放送設備  1,000 

 サブアリーナ 照明設備  150 

  冷暖房設備  400 

 柔道場・剣道場 照明設備  200 

  冷暖房設備  800 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 



30 

議案第１２号 

 

土地改良法による土地改良事業施行に伴う字の区域の一部変更につ

いて 

 

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）による土地改良事業施行に伴う字の

区域の一部変更につき，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１

項の規定により，別紙変更調書のとおり議会の議決を求める。 

 

令和２年５月２７日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

 

提案理由 

本案は，茨城県が施行する県営畑地帯総合整備事業における鴻野山地内の畑地

の土地改良に関し，全ての工事が完了したことから，予定される換地処分に先立

って，字の区域を変更し，字界を換地後の土地の境界に整合させる必要があるた

め，これを提出する。 
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変 更 調 書 

 

鴻野山字鹿島窪に変更する区域 

鴻野山字丸山 

３５４の一部，３５５の一部 

 鴻野山字丸山南雪頽 

３６１ 

 鴻野山字大舟戸脇 

  ３７２，３７５，３７６の２ 

 鴻野山字分ヌキ 

  ３７３の１の一部，３７４の一部 

 及びこれらの区域に介在する道路である公有地の全部 

 

鴻野山字五輪に変更する区域 

鴻野山字鹿島窪 

３６２の１の一部，３６２の２，３６３の一部 

 鴻野山字分ヌキ 

３７３の１の一部，３７３の２，３７４の一部，３８１の２，５１２の１，

５１２の２ 

 鴻野山字大舟戸脇 

３８２の２ 

鴻野山字大舟戸 

３８３の２，３８８の２，３８９の２ 

 鴻野山字五輪西 

４８３の１の一部，４８５の一部，５３９から５４１まで，５４３から５６

１まで，５６７，６０１ 

 鴻野山字ウツキ合 

  ４７６の一部，４８６の一部，４８７の一部，４８８，４８９の１，４８９

の２，４９０から４９２まで，４９４，４９５，４９６の１の一部，４９６

の２，４９７から５０１まで，５０２の２，５０３の２，５０４の１，５０

４の２，５０５，５０７から５１０まで，５１３，５１４の１，５１４の２，

５２４ 

 鴻野山字南中割 
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  ５１５，５２５から５２９まで，５３３の１，５３６，５３７ 

 鴻野山字大舟戸東 

  ５２３ 

鴻野山字香取南 

  ５３５の１ 

 鴻野山字五輪前 

  ５６４，５６８，５７０，５７１の一部，５７３の一部 

 鴻野山字五輪南 

  ５６９，５６９の１の一部 

 鴻野山字下荒久 

  ５９２の一部，５９４，５９６，５９８，５９９ 

 鴻野山字五輪東 

  ５９５，６０２，６３５から６３８まで，６４４，６５３，６５４の一部，

６５５の一部 

 鴻野山字塚前 

  ６０３，６０４，６０５の一部，６０７，６０８，６０９の１，６１０の１， 

６１２の一部，６１３の一部，６１４の１の一部 

 鴻野山字毒替 

  ６２６の一部，６２７の一部，６３０，６３９から６４２まで 

 鴻野山字平六久保西代 

  ６２９の一部，６３１の一部 

 鴻野山字長作田西代 

  ６３２の一部，６３３，６３４ 

 鴻野山字五輪久保 

  ６４３，６４５，６４６ 

 鴻野山字五輪窪 

  ６４７の１，６４７の２，６５０，６５２ 

 鴻野山字長作 

  ７９４ 

 及びこれらの区域に介在する道路である公有地の全部 

 

鴻野山字山崎に変更する区域 

 鴻野山字大舟戸 
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  ３８９の３，３９０の１，３９０の２の一部，３９０の３ 

 鴻野山字大舟戸前 

  ４０１ 

 鴻野山字大舟戸脇 

  ４０３の１の一部，４０４ 

 鴻野山字下荒久 

  ４４９の２，４５０の１の一部，４５０の２，４５９の一部，４６０の２，

４６１の１の一部，４６１の２，４６２の２の一部 

 及びこれらの区域に隣接介在する道路である公有地の全部 

 

鴻野山字荒久に変更する区域 

 鴻野山字大舟戸 

  ３９０の２の一部 

 鴻野山字大舟戸脇 

  ４０３の１の一部，４０３の２ 

鴻野山字山崎 

 ４０５の１の一部，４０５の２，４０６の１の一部，４０６の２，４０７の

１の一部，４０７の２，４０８の１の一部，４０８の２の一部，４４４の４

から４４４の６まで，４４５の５，４４５の６，４４５の７の一部，４４６

の１，４４６の２，４５４ 

 鴻野山字下荒久 

  ４４７，４４８，４５０の１の一部，４５２，４５３，４５６から４５８ま

で，４５９の一部，４６１の１の一部，４６２の２の一部，４６４の２，４

６５の２，４６７の２，４６８の一部，４６９の一部，４７０，４７１，５

７９から５８１まで，５８２の１，５８２の２，５８３の１，５８３の２，

５８４から５９０まで，５９２の一部，６５９，６６０の３，６６１から６

６８まで，６６９の１，６６９の２，６７１ 

 鴻野山字ウツキ合 

  ４７５，４７６の一部，４７７，４７８，４８０，４８６の一部，４８７の

一部，４９６の１の一部 

 鴻野山字五輪西 

  ４８２の１，４８２の２，４８３の１の一部，４８３の２，４８４，４８５

の一部 
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鴻野山字五輪南 

  ５６９の１の一部 

 鴻野山字五輪前 

  ５７１の一部，５７３の一部 

 鴻野山字本荒久 

  ５７４から５７７まで 

 鴻野山字五輪東 

  ６５４の一部，６５５の一部，６５７，６５８ 

 及びこれらの区域に隣接介在する道路である公有地の全部 

 

鴻野山字下荒久に変更する区域 

 鴻野山字荒久 

  ４７３の一部 

 及びこれらの区域に隣接する道路である公有地の全部 

 

鴻野山字塚前に変更する区域 

 鴻野山字毒替 

  ６２１，６２３，６２６の一部，６２７の一部 

 鴻野山字平六久保 

  ６２５ 

 鴻野山字平六久保西代 

  ６２９の一部，６３１の一部 

 鴻野山字長作田西代 

  ６３２の一部 

 鴻野山字香取東 

  ８４１の２ 

 及びこれらの区域に隣接する道路である公有地の全部 

 

 

 

 


